
本相談室へのご相談には下記メールを

k e i e i - s o u d a n @ t c s w . t v a c . o r . j p　ご利用ください。
防火安全体制チェックリストを作成しました。改正消防法施行せまる。

ご存知のように改正消防法の施行日は平成２１年４月１日です。これに対応すべく、消防庁が認知症対応型老人共同生活援助事業（平成１８年１月実施）及び障害者ケアホーム等（平成２０年６月実施）に対して実施した、火災による死傷者事故をうけての実態調査の項目に沿って当経営相談室（以下「編者」という。）にて改正関係法令（消防予第２３０号平成１９年６月１３日）に基づき、社会福祉施設が回答するにあたって知っておくべき必要な情報を提供するものです。社会福祉施設・事業者の法令遵守のチェック及び安全配慮義務を履行する上で、所要の改善を図ることに資することを目的として作成しました。施設長におかれましては、防火管理者から本チェック結果の提出を求める等参考にしてください。なお、以下の消防庁のアドレスにて原文を必ず参照してください。（本№７０は、全７枚）http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/houdou/190612-3/190613-3houdou.pdf
１　当該施設の用途として該当するものに「○」を付けて下さい。（※当該部分の用途をいう。）

ア　消防法施行令別表第1（６）項ロ

イ　消防法施行令別表第１（６）項ハ

ウ　消防法施行令別表第１（６）項ロ、ハ以外の用途

エ　上記ウの場合の具体的な用途を選択


２　当該施設の使用状況について、該当するものに「○」をつけてください。

ア　建物の全部を使用

イ　建物の一部を使用


３　当該施設の建築構造は何ですか。該当するものに「○」を付けて下さい。

ア　耐火造

イ　準耐火造

ウ　その他


４　当該施設の壁及び天井の室内に面する部分の仕上げは何ですか。該当するものに「○」を付けて下さい。（※政令第11条第2項参照）

ア　不燃材料

イ　準不燃材料

ウ　難燃材料

エ　なし


５　各居室（就寝室）において、出入口以外の開口部から直接屋外へ通じる出口（ベランダを通じて直接避難階へ通じる出口を含む。）を有する構造になっていますか。該当するものに「○」を付けて下さい。（※腰壁がないものに限ります。）

ア　はい

イ　いいえ


６　収容人員等

「当該施設に政令第2条の適用はありますか。該当するものに「○」を付けてください。

ア　適用あり

イ　適用なし


７　消防法違反の有無

当該施設の消防法違反等の状況に関し、以下の項目について、右欄（「設置義務」、「違反

等の状況」）のうち該当するものに「○」を付けてください。

	項目
	設置義務
	（左の設置義務の有無に係る編者コメント）
	違反等の

状況

	ア　消防用設備
	消火器具
	義務なし
	別表第1（６）項ロ施設は全て設置義務付け。

別表第1（６）項ハ施設は延べ床面積150㎡以上に義務付け。
	設置なし

	
	
	
	
	設置あり

	
	
	義務あり
	
	違反なし

	
	
	
	
	違反あり

	
	屋内消火栓設備
	義務なし
	別表第1（６）項ロ施設のうち、延べ275㎡以上に設置義務付け。

別表第1（６）項ハ施設は延べ700㎡以上に義務付け。
	設置なし

	
	
	
	
	設置あり

	
	
	義務あり
	
	違反なし

	
	
	
	
	違反あり

	
	スプリンクラー設備
	義務なし
	別表第1（６）項ロ施設のうち、延べ275㎡以上に設置義務付け。ただし、設置免除に係る特例通知あり（後記参照）。

別表第1（６）項ハ施設は延べ6,000㎡以上に義務付け。
	設置なし

	
	
	
	
	設置あり

	
	
	義務あり
	
	違反なし

	
	
	
	
	違反あり

	
	自動火災報知設備
	義務なし
	別表第1（６）項ロ施設は全て設置義務付け。

別表第1（６）項ハ施設は延べ床面積300㎡以上に義務付け。
	設置なし

	
	
	
	
	設置あり

	
	
	義務あり
	
	違反なし

	
	
	
	
	違反あり

	
	漏電火災報知機
	義務なし
	延べ床面積300㎡以上に義務付け。

（壁、床、天井の下地等に準不燃材料以外を使用）
	設置なし

	
	
	
	
	設置あり

	
	
	義務あり
	
	違反なし

	
	
	
	
	違反あり

	
	ガス漏れ火災警報設備
	義務なし
	延べ地階の床面積1000㎡以上に義務付け。
	設置なし

	
	
	
	
	設置あり

	
	
	義務あり
	
	違反なし

	
	
	
	
	違反あり

	
	消防機関へ通報する火災報知設備
	義務なし
	別表第1（６）項ロ施設は全て設置義務付け。

別表第1（６）項ハ施設は延べ床面積500㎡以上に義務付け。
	設置なし

	
	
	
	
	設置あり

	
	
	義務あり
	
	違反なし

	
	
	
	
	違反あり

	
	非常警報器具
	義務なし
	収容人員が20人以上50人未満
	設置なし

	
	
	
	
	設置あり

	
	
	義務あり
	
	違反なし

	
	
	
	
	違反あり

	
	項目
	設置義務
	（左の設置義務の有無に係る編者コメント）
	違反等の

状況

	
	非常警報設備
	義務なし
	５０人以上（一般階）、２０人以上（地階・無窓階）の場合は、非常ベル・自動式サイレン・放送設備のうちいずれかが設置義務。

３００人以上の場合は、放送設備かつ非常ベル又は自動式サイレンが設置義務。
	設置なし

	
	
	
	
	設置あり

	
	
	義務あり
	
	違反なし

	
	
	
	
	違反あり

	
	避難器具
	義務なし
	２０人以上（２階以上の階又は地階）に義務付け
	設置なし

	
	
	
	
	設置あり

	
	
	義務あり
	
	違反なし

	
	
	
	
	違反あり

	
	誘導灯・誘導標識
	義務なし
	すべての階に設置義務付け
	設置なし

	
	
	
	
	設置あり

	
	
	義務あり
	
	違反なし

	
	
	
	
	違反あり

	イ　防炎物品
	義務なし
	防炎物品とは、カーテン・暗幕・どん帳・布製ブラインド・じゅうたん等・展示用合板・舞台において使用する幕および大道具用の合板・工事用シートをいう。

別表第1（６）項ロ施設は全て設置義務付け。

別表第1（６）項ハ施設は延べ床面積150㎡以上に義務付け。法令上はともかく、安全配慮義務から設置は当然の措置でしょう。
	義務なし

	
	
	
	違反なし

	
	義務あり
	
	

	
	
	
	違反あり

	ウ　消防用設備等点検報告
	義務なし
	別表第1（６）項ロ施設は１年に１回義務付け。

別表第1（６）項ハ施設は３年に１回義務付け。
	義務なし

	
	
	
	違反なし

	
	義務あり
	
	違反あり

	エ　防火管理者の選任、消防計画の作成・提出
	義務なし
	別表第1（６）項ロ施設は収容人員１０人以上義務付け。

別表第1（６）項ハ施設は収容人員３０人以上義務付け。
	義務なし

	
	
	
	違反なし

	
	義務あり
	
	

	
	
	
	違反あり


（編者注）スプリンクラーの設備設置基準は、別表第1（６）項ハ施設は延べ床面積300㎡以上に義務付けされていますが、「認知症高齢者グループホーム緊急整備支援事業実施要綱」（東京都）では、スプリンクラーについては、延べ面積は基準以下でも整備することとされています。

	項目
	設置義務
	（左の設置義務の有無に係る編者コメント）
	違反等の

状況

	オ　消防訓練

（防火管理者の選任義務のある場合において、その責務として消防計画の作成義務があり、消防計画に盛り込む事項として消火、通報及び避難訓練がある）
	義務なし
	（防火管理者選任義務に該当する）社会福祉施設では、消防法施行規則第３条第１１項に基づき、定期的に避難、救出その他必要な訓練を年２回以上実施しなければならず、そのうち１回は、夜間訓練又は夜間を想定した訓練とし、さらに昼間の災害を想定した訓練も実施しなければならない。

東京都指導検査基準では、老人福祉施設については、月１回以上実施することが望ましい。児童福祉施設は最低基準により月１回以上実施しなければならない。また、障害福祉施設等についても昭和３０年２月２３日社発第１１８号社会局長・児童家庭局長連名通知により月１回以上実施することが望ましいとされている。
	義務なし

	
	
	
	違反なし

	
	義務あり
	
	

	
	
	
	違反あり


８　上記の項目の中で、何らかの違反が１つでもありますか。次から選び「○」を付けて　下さい。

ア　はい

イ　いいえ

＜参考＞小規模社会福祉施設等に対するスプリンクラー設備の特例
「小規模社会福祉施設に対する消防設備等の技術上の基準の特例の基準について」平成１９年６月１３日消防予第２３１号の通達により延べ面積が1000㎡未満の小規模社会福祉施設については以下の（1）～（4）の要件のいずれかに該当するものはスプリンクラー設備の設置を免除されます。上記通知は技術的な記述が多く、難解であり簡略化した内容を編者にて掲示しましたが、特例要件に該当するかどうかは原文参照若しくは所轄の消防署に照会してください。

（1）　2階建て以下で、内装仕上げが不燃材、準不燃材又は難燃材であり夜間における従業者（＊1）１人当たりの要保護者（＊2）が４人以内又は近隣協力者（＊3）１人当たり要保護者が３人以内。この場合一定条件（＊4）を満たした複数ユニットにあっては要保護者が最大となるユニットにおいてこれに応じた介助者の数で足りる。
（2）各居室から屋外等に容易に至ることができる小規模社会福祉施設
以下の要件すべてに該当すること
　①平屋建て又は地上２階建てであり、壁及び天井の室内に面する部分の仕上げが不燃材、準不燃材又は難燃材であること。
　②すべての居室から扉又は吐き出し窓を介して、地上又は一時避難場所に直接出る事が出来ること。
　③一時避難場所の位置構造は外部からの救出を妨げるものでないこと。
　④夜間の体制が夜勤者１名となる２ユニットの小規模社会福祉施設には近隣協力者が１名以上確保されていること。
（3）共同住宅の複数の部屋を使用しその総面積により小規模社会福祉施設に該当するもの。以下のすべての要件に該当すること。
　①壁及び天井の室内に面する部分の仕上げが不燃材、準不燃材又は難燃材であること、又１区画の部屋の床面積が100㎡以下であること。

　②3階以上であるときは当該部分を区画する壁及び床が耐火構造となっておりその開口部（屋外に面する窓等を除く）に常時閉鎖式、又は自動閉鎖式の防火設備が設けられていること。
　③要保護者の数が1区画あたり4人以下であること。また、すべての要保護者が、自動火災報知設備の鳴動や周囲からの呼びかけにより火災を覚知することができ、介護者の誘導に従って自立的に歩行避難できるものであること。

　④当該施設において従業者が確保されていること。
（4）前記（1）～（3）以外で避難時間が避難限界時間を超えないもの。

＊1　従業者とは夜勤職員、宿直職員、宿直ボランティア、住み込みの管理者など当施設において入所者とともに起居する者をいう。
＊2　要保護者とは当施設に入所している老人（要介護度3以上の者に限る）、乳児、幼児、身体障害者等（障害程度4以上の者に限る）、をいう。
＊3　近隣協力者とは当該施設に併設されている施設職員、当該施設の近隣住民、当施設と契約している警備会社の職員等で火災発生時に駆けつけて避難介助を行う者をいう。
＊4　一定条件とはユニット間に設けられる壁及び床が耐火構造又は準耐火構造であること。また、壁又は床に開口部がある場合には、当該開口部に常時閉鎖式又は自動閉鎖式の防火設備が設けられていること。各ユニットにおいて、他のユニットを経由することなく地上に至る避難経路を有しているものであること。
（編者注）

①消防用設備は、当該調査項目以外にもあることから、平成19年6月13日消防庁作成報道資料（項ロ、ハに係る防火安全対策の概要）に掲載の消防用設備等をもとに編者にて加筆しています。

②収容人員の算定方法：当該施設に出入し、勤務し、又は居住する者をいい、換言すれば従業者の数と老人、乳児、幼児、身体障害者、知的障害者その他の要保護者とを合算して算定する（消防法施行規則第１条の３）。いわゆる利用定員ではありません。

③グループホーム等に対するスプリンクラー設置費補助実施の有無については区市町村にご照会ください。認知症高齢者グループホームに対しては、既存事業所を含む防火対策緊急整備支援事業（火災報知設備、火災報知設備、住宅用スプリンクラー設置費補助1ユニット1,400千円等―区市町村が補助を実施した場合の東京都の1/2補助制度）があります。障害者グループホーム・ケアホームの東京都補助制度は現在ありません。

④既設対象施設は、平成２３年度末までの猶予措置があります。消火器具については、平成２１年度末までです。新設対象施設に係る施行は平成２１年４月１日。

⑤本相談室へのメールは、東社協ホームページ初期画面の「経営相談」から送信できます。

東社協福祉施設経営相談室だより№７０　平成２０年９月１日


ＴＥＬ０３－３２６８－７１７０ 























○消防法施行令別表第1（６）項ハは以下のとおり。従前の項ロを項ロと項ハに分離（上記ロ以外の施設をハと規定）


ハ　老人デイサービスセンター、軽費老人ホーム、老人福祉センター、老人介護支援センター、有料老人ホーム（主として要介護状態にある者を入居させるものを除く。）、更生施設、助産施設、保育所、児童養護施設、知的障害児通園施設、盲ろうあ児施設（通所施設に限る。）、肢体不自由児施設（通所施設に限る。）、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設、児童家庭支援センター、身体障害者福祉センター、障害者支援施設（主として障害の程度が重い者を入所させるものを除く。）、地域活動支援センター、福祉ホーム、老人福祉法第５条の２第３項若しくは第５項に規定する老人デイサービス事業若しくは小規模多機能型居宅介護事業を行う施設又は障害者自立支援法第５条第６項から第８項まで、第１０項若しくは第１３項から第１６項までに規定する生活介護、児童デイサービス、短期入所、共同生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援若しくは共同生活援助を行う施設（短期入所等施設を除く。）


○平成２０年７月８日消防庁予防課発事務連絡によると「消防法施行令別表第１の用途区分の施設名称の用語については、一部を除き関係法令における定義等は引用しておらず、あくまで火災予防上の実態に即して判断すべき」とされています。すなわち、たとえばケアホームは項ロ・ハに、グループ・ホームは項ハのみに掲示されていますが、これは限定列挙ではなく、例示列挙と理解すべきでしょう。その結果、事業者としては消防法別表区分に係わらず自らの利用者への安全配慮義務履行の観点から設備整備、消防訓練等を実施することが求められていると思われます。








（編者コメント）政令（施行令）第２条「 同一敷地内に管理について権原を有する者が同一の者である別表第１に掲げる防火対象物が２以上あるときは、それらの防火対象物は、� HYPERLINK "http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%94%aa%98%5a&REF_NAME=%96%40%91%e6%94%aa%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000001000000000000000000" \l "1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000001000000000000000000" \t "inyo" �法第８条第１�項の規定の適用については、１の防火対象物とみなす。」つまり、単一権限か複数権限かを問うています。








（編者コメント）すべての居室から扉又は吐き出し窓を介して、地上又は一時避難場所に直接出ることが出来ることを問うている。直接屋外に通じる出口とは、ベランダを通じて直接避難階段へ通じる出口を含み、腰壁がない掃き出し窓等の出口をいいます。直接屋外へ通じる出口の有無が、後記小規模社会福祉施設等に対するスプリンクラー設備設置の特例の一要件でもあることから設問されていると推察。





（編者コメント）（６）項ロ該当施設は内装制限（要件）として、居室等は難燃材料（３階以上の階に居室を有するものにあっては、天井は準不燃材料）、地上に通じる主たる廊下、階段、通路は準不燃材料、と規定されています。








（編者コメント）東京都の認知症対応型老人共同生活援助事業整備審査基準中、建物構造は①２階を設ける場合（２階部分が300㎡未満の場合を除く）には、耐火建築か準耐火建設であること②３階部分を設ける場合は耐火建築であること③他の施設等と併設の場合には、独立した出入口が設けられていること、と定められています。








（編者コメント）認知症対応型老人共同生活援助事業、（障害者）共同生活援助事業等の場合共同住宅を改修した小規模なものは共同住宅適用該当との事業所側の認識が散見されるが、社会福祉施設の場合は小規模であっても用途判定は共同住宅適用該当ではなく、上記別表第1（６）項ロ又はハが適用されることを意図した設問と推察。








（編者コメント）消防法施行令別表第1（６）項ロ該当施設は以下のとおり。


平成２１年４月改正前の別表第1（６）項ロを項ロと項ハに分離。「主として障害の程度が重い者＜自力避難困難者＞」が入居する施設を項ロとして規定。「主として障害の程度が重い者を入所させるもの」とは、要介護度３、障害程度区分（障害者自立支援法第４条第4項に定める「障害程度区分」をいう。）４以上の者が概ね８割を超えるものをいうこと。


ロ　老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、有料老人ホーム（主として要介護状態にある者を入居させるものに限る。）、介護老人保健施設、救護施設、乳児院、知的障害児施設、盲ろうあ児施設（通所施設を除く。）、肢体不自由児施設（通所施設を除く。）、重症心身障害児施設、障害者支援施設（主として障害の程度が重い者を入所させるものに限る。）、老人福祉法第５条の２第４項若しくは第６項に規定する老人短期入所事業若しくは認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設又は障害者自立支援法第５条第８項若しくは第１０項に規定する短期入所若しくは共同生活介護を行う施設（主として障害の程度が重い者を入所させるものに限る。ハにおいて「短期入所等施設」という。））
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